
 

 

 精神疾患の発症が疑われる社員が精神疾患の発症を否定して，債務の本旨に従っ

た労務提供ができると主張している場合でも，休職事由に該当すれば休職命令を出

すことができます。 

 ただし，休職事由の存在を立証することができなければ，休職命令は無効となっ

てしまいますので，精神疾患の発症が疑われる社員が精神疾患を発症して債務の本

旨に従った労務提供ができないことの証拠等，休職事由の存在を立証できるだけの

診断書等の証拠をそろえてから休職命令を出す必要があります。 

 

Ｑ１４７．精神疾患の発症が疑われる社員が精神疾患の発症を否定し

て，債務の本旨に従った労務提供ができると主張している場合でも，

休職命令を出すことができますか。 


